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会社概要

1-1. 事業内容（土木調査事業部・リサイクル事業部）

名称 株式会社 沖縄計測 代表者 代表取締役 玉城 幸人
設立 昭和51年6月7日 資本金 4,500万円

1-2. 所在地
本社/土木調査事業部 沖縄県沖縄市泡瀬1丁目39番26号
ＴＥＬ （098）937-6060 ＦＡＸ （098）982-1076

リサイクル事業部 沖縄県うるま市字洲崎7番21号
ＴＥＬ （098）929-3394 ＦＡＸ （098）929-3360

1-3. 環境管理責任者及び担当者連絡先
環境管理責任者 兼本 淳 ＴＥＬ （098）937-6060
事務局 土木調査事業部担当 湧川 明香 ＴＥＬ （098）937-6060

リサイクル事業部担当 小波津 ひろみ ＴＥＬ （098）929-3394

1-4. 営業種目
1.土木調査事業部
（1）磁気探査・測量設計・地質調査

環境調査・深浅測量・開発許可申請 登録：第（6）-21521号
（2）建設コンサルタント 登録：建03第10826号
（3）各種磁気探査機器の設計・製作・販売

2.リサイクル事業部
（1）廃プラスチックの再生処理 処理施設の種類：粉砕施設

処理する再生原料の種類：ペットボトル・廃プラスチック類
処理能力：21.0ｔ/日（1,000㎏/時間）

（2）廃プラスチック類の処理加工、販売 許可：公益財団法人日本容器包装リサイクル協会 登録事業者
再生処理実績：2,972ｔ（令和4年度）

（3）産業廃棄物中間処理

○一般廃棄物処理施設設置許可（中間処理） 沖縄県環境第648-4号
許可年月日：令和3年1月12日 一般廃棄物の種類：廃プラスチック類
（平成12年12月18日許可の一般廃棄物処理施設設置許可を『産業廃棄物処理施設の設置者に係る一般廃棄物処理施設の

設置に係る特例届出』へ変更）

○産業廃棄物処分業許可（中間処理） 沖縄県04722076518号
許可年月日：平成31年3月18日 有効年月日：令和6年3月17日
事業の範囲：（粉砕）：廃プラスチック類 中間処理実績：4.0ｔ（令和4年度）

○産業廃棄物収集運搬業許可 沖縄県第04702076518号
許可年月日：平成23年9月15日 有効年月日：令和8年9月14日
事業の範囲：汚泥・廃油・廃酸・廃アルカリ・廃プラスチック類・紙くず・木くず・繊維くず・ゴムくず・金属くず・ガラスくず・

コンクリートくず及び陶磁器くず・がれき類（これらのうち石綿含有産業廃棄物であるもの及び特別管
理産業廃棄物であるものを除く。積替え保管を含まない）
収集運搬実績：4.0ｔ
収集運搬車両：4t トラック2台、4t 塵芥車1台

○一般廃棄物処分業許可（うるま市） 許可番号 第4号
許可年月日：令和5年4月1日 有効年月日：令和7年3月31日
一般廃棄物の種類：ペットボトル・廃プラスチック類

○一般廃棄物収集運搬業許可（うるま市） 許可番号 第5号
許可年月日：令和5年4月1日 有効年月日：令和7年3月31日
一般廃棄物の種類：ペットボトル・廃プラスチック類

社員数 42名 （令和4年度：土木調査事業部30名、リサイクル事業部12名）
売上高 11億8千万円 （令和4年度）

1-5. 対象範囲 認証・登録番号（ 0007693 ）
【全組織・全活動】
土木調査事業部（沖縄県沖縄市泡瀬1丁目39番26号）、リサイクル事業部（沖縄県うるま市字州崎7番21号）にある
株式会社沖縄計測が所有する土地、建造物、設備、全従業員が対象組織であり、組織の全ての活動をもって、エコアクション
21に取り組み、環境経営システムを構築、運用、維持します。

※ 就労支援受入れ実習員は省く
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できごと（西暦）元号

有限会社 沖縄計測を設立1976年6月昭和

有限会社から株式会社へ変更
株式会社 沖縄計測として業務開始1998年6月

平成

リサイクル事業部開設(容リ協会の認定を受けペットボトル再生処理工場開設)2000年4月

フェイス沖縄株式会社（グループ会社）を設立
沖縄計測第二工場として容リ協会の認定を受けペットボトル再生処理工場開設2003年3月

ISO9001認証取得（土木調査事業）2003年12月

多年にわたり港湾関係事業の振興、発展に貢献したと認められ
内閣府沖縄総合事務局より表彰を受ける2004年7月

リサイクル事業部にて廃プラスチックの再生処理及びＲＰＦ化（固形燃料）を開始2006年

アグリ事業部を開設2010年10月

沖縄職業能力開発大学校との共同研究を開始
研究名：ＬＥＤ光源水耕栽培研究と栽培環境制御

（液体肥料配合管理の自動化）
2011年4月

平成23年度沖縄県障害者自立支援事業
・障害者の実習生受け入れ
・障害を持つ方でも作業しやすい環境へシステムの自動化に取り組む

2011年11月

エコアクション21認証登録2011年11月

ビオスの丘水耕栽培設備工事、野菜工場に関する共同研究を開始2012年

代表取締役会長 外間 博 就任
代表取締役社長 玉城 幸人 就任2012年4月

平成24年度沖縄県知的・産業クラスター形成推進事業
自社植物工場設備改造・小型水耕栽培装置の新設2012年

「日経ビジネス」掲載
磁気探査機器で動産担保（ＡＢＬ）融資を受ける2012年11月

事業名称：平成24年度産業振興基金事業補助金
テーマ名：磁気探査データ処理システムの製作（土木事業部）2012年12月

「ワールドビジネスサテライト」テレビ東京 全国放送
磁気探査機器で動産担保（ＡＢＬ）融資を受ける2012年12月

事業名称：平成24年ものづくり中小企業・小規模事業者施策開発等支援事業
テーマ名：ＰＥＴボトル用のラベル剥離機能を高度化したベール解俵

機の試作開発（グループ会社 フェイス沖縄）
2012年

事業名称：平成24年度補正ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金
テーマ名：海上用磁気探査データ処理システムの製作（土木事業部）2013年

植物工場設置運営委託業
沖縄市の空き店舗へ水耕栽培設備の設置2013年1月

事業名称：平成25年度補正中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・サービス革新事業
テーマ名：陸上用磁気探査機器の内部回路並びに外装の高精度・最適化（土木）2014年

会社沿革～当社46年のあゆみ～
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できごと（西暦）元号

植物工場ディスプレイ設置飲食店「いしじ」（出資会社）オープン2014年

事業名称：平成26年度補正ものづくり・商業サービス革新補助金
テーマ名：分離機能を高度化した廃プラスチック類選別機の試作開発（リサイクル）2015年

植物工場ディスプレイ設置飲食店「いしじ」（出資会社）2号店がオープン2015年

磁気探査機器のセンサーの内部構造に関する特許（第6053508号）を取得2016年12月

事業名称：平成29年度補正ものづくり・商業サービス経営力向上支援補助金
テーマ名：磁気探査におけるデジタル測定データのAI解析技術の開発（土木）2017年

経済産業省より「地域未来牽引企業」に選定2018年12月

中小企業庁より「経営革新支援」の認定（土木調査事業部）2019年1月

美東中学校創立70周年事業期成会 特別賞受賞2019年2月

沖縄県より「経営革新計画」の認証を受ける（土木調査事業部）2019年3月

アグリ事業から撤退2019年9月

令和

第48回発明くふう展、特許・実用新案の部で
「磁気探査機器」（第6053508号）が沖縄県知事賞優秀賞を受賞（土木）2019年10月

沖縄県労働基準協会より労働安全衛生大会にて優良賞を受賞2019年10月

沖縄県の「おきなわSDGｓパートナー」に登録2020年3月

ISO9001認証の自主返上（土木調査事業部）2020年4月

厚生労働省 沖縄労働局「ひやみかち健康経営宣言」を登録2020年10月

全国健康保険協会より「〈福寿うちな～健康宣言〉事務所」として認定2020年10月

「不発弾探査デジタル化」について新聞掲載（沖縄タイムス）2020年10月

「沖縄から不発弾をなくしたい」～現場の思い～ NHK放送（県内）2020年11月

磁気探査結果記録装置（制御方法・制御プログラム）に関する
特許（第6799195号）を取得2020年11月

磁気探査装置（磁気探査方法・磁気探査プログラム）に関する
特許（第6833096号）を取得2021年2月

経済産業省より「健康経営優良法人」に認定2021年3月

事業名称：令和元年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金
テーマ名：磁気異常近傍での不発弾探査技術の開発（土木）2021年3月

建設コンサルタント登録 建03第10826号2021年6月
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できごと（西暦）元号

磁気探査システム及び磁気探査方法（強磁性体近傍探査）に関する
特許（第6940910号）を取得2021年9月

令和

磁気探査システム及び磁気探査方法（強磁性体近傍探査）に関する
特許（第6940911号）を取得2021年9月

磁気探査データ処理システムがNETIS登録 （土木）2021年9月

代表取締役会長 外間 博 退任2022年3月

「戦後70年 今も残る地中の脅威 不発弾根絶への鍵はデジタル技術」
RBC琉球放送2022年6月

事業継続力強化計画の認定取得2022年10月

令和元年度補正・令和三年度補正 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補
助金(11次締切)
「磁気インピーダンス効果を用いた局所磁気傾度測定システムの開発」採択

2022年12月
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私たち沖縄計測は持続可能な開発目標 『 』を支援しています。

SDGsの取り組み

【リサイクル事業部】
公益財団法人日本容器包装リサイクル協会の
登録事業者として廃ペットボトルの再生処理及び
一般産業廃棄物の中間処理並びに収集運搬を
実施しており、循環型社会構築に向けた取組を行っています。

【リサイクル事業部】
公益財団法人日本容器包装リサイクル協会の
登録事業者として廃ペットボトルの再生処理及び
一般産業廃棄物の中間処理並びに収集運搬を
実施しており、循環型社会構築に向けた取組を行っています。

【土木調査事業部】
建設コンサルタント、磁気探査、深浅測量、地質調査、
外構設計、測量設計、磁気探査機器等の開発及び販売、
開発申請許可業務を通じて、安全な環境づくり
並びに社会経済発展に向け取り組んでいます。

【土木調査事業部】
建設コンサルタント、磁気探査、深浅測量、地質調査、
外構設計、測量設計、磁気探査機器等の開発及び販売、
開発申請許可業務を通じて、安全な環境づくり
並びに社会経済発展に向け取り組んでいます。

【エコアクション21】

「地球温暖化・循環型社会形成の推進」及び「自然共生社会構築」に貢献すべく環境に配慮した
取組（CO₂・水・廃棄物の削減・グリーン購入の推進）を行っています。

【エコアクション21】

「地球温暖化・循環型社会形成の推進」及び「自然共生社会構築」に貢献すべく環境に配慮した
取組（CO₂・水・廃棄物の削減・グリーン購入の推進）を行っています。

【情報発信】
当社ホームページ及びイベント等への出展、
社会人講和を通じてSDGsの啓発活動に
取り組んでいます。

【情報発信】
当社ホームページ及びイベント等への出展、
社会人講和を通じてSDGsの啓発活動に
取り組んでいます。

★沖縄計測の取り組み
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事業内容

土木調査事業部

沖縄県では、第二次世界大戦時の不発弾が現在でも多数埋没しており、工事などで地盤を掘削す
る場合には、不発弾による事故のないよう事前に磁気探査を行い安全を確かめなければなりません。

また、海中では、不発弾の他にも戦時中に敷設した機雷も未だ残存していると言われており、陸上
と同様に磁気探査による安全確認を行わなければなりません。

陸上及び海上における
不発弾等の探査を行っ
ています。

港湾・漁港・道路建設等
の測量を行っています。

建設などの設計及び施工
に必要な試料を得るため
に行っています。

工事現場における騒音・
振動・水質等の環境影
響調査を行っています。

他社との共同開発により磁気傾度計の製品化及び販
売、またデジタル磁気探査システム「J-SOK」の開発及
び販売を行っています。

広域探査発掘加速化事業
畑や原野など、主に建築工事を
行わない土地に対して不発弾探
査を行う事業。

住宅等開発磁気探査支援事業
住宅の新築・建て替え、その他民
間工事を行う際の不発弾探査費
を補助する事業。

国土交通省では、建設現場における生産性を向上させ、魅力ある建設現場を実現する
ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ（アイ・コンストラクション）の取組を進めています。
２８年度から土工工事の調査、測量、設計、施工、検査など各プロセスにＩＣＴを全面導入し、

２９年度からＩＣＴ浚渫工を導入しています。
当社でも３次元データを活用したＩＣＴ施工を導入し、作業の効率化、精度向上を図ります。

【ＵＡＶ（ドローン）測量】
ＧＰＳとカメラを搭載したＵＡＶが空中から撮影した写真を３Ｄ解析することにより、
３次元立体形状データを作成。ＵＡＶによる測量は地形測量、縦断測量、横断測
量の３種類の測量を１回のフライトですべて網羅することが出来るため、従来の測量に
比べて大幅な時間短縮とコスト削減が可能となりました。また、法規上規制でＵＡＶ
データでは測量できない箇所があり、３Ｄレーザー測量と組み合わせることで補完するこ
とができます。

【３Ｄレーザースキャナ測量】
従来は計測に時間を要した密度の高いデータ取得が容易になり、３Ｄ化が可能になり
ました。横断図作成や横断面積の算出が形状に反映した形で成果が得られ、作業の
効率化に至っています。

【マルチビーム深浅測量】
海域における海底地形測量は深浅測量と呼ばれます。近年の測量技術の進歩に伴い、
より精度の高い技術を取り入れることで、正確な地形の把握を行うことが可能となりました。
当社が採用しているマルチビーム深浅測量は、扇状に発振する音波によって海底地形を
面的に捉えることができ、港湾・水路・河川･ダム・湖等の海底・湖底を３Ｄデータで計測
することができます。 これにより、港湾の測量では浚渫面積と土量の正確な測定が可能と
なりました。

7

ICT技術を活用し、測量
を行っています。



も の づ く り (1/2)

第
四
次
開
発

第
三
次
開
発

土木調査事業部

事業内容

第
二
次
開
発

第
一
次
開
発
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年 度

第一次開発
・機器の品質安定
・デジタル出力への対応

品質安定化及びデジタル出力対応計画の策定・開始2010年
デジタル出力対応 陸上用磁気探査機器開発
試験運用開始

2011年

センサー内部構造に関する特許を共同出願
故 姫野准教授（沖縄職業能力開発大学校）
株式会社村田製作所

沖縄銀行よりABL（動産担保融資）を受ける

2012年

デジタル出力対応 海上磁気探査機器開発
「平成24年度ものづくり中小企業・小規模事業者施策開発等
支援事業」を活用

2014年

第二次開発高機能化及び付加価値向上計画の策定・開始
「平成25年度中小企業・小規模事業者ものづくり商
業・サービス革新事業」を活用
改良型磁気探査機器の完成
センサー内部構造に関する特許を取得
特許第6053508号

2018年

第三次開発
・AI分析技術の開発
・無線ユニットのWi-Fiへの変更

・強磁性体近傍における磁気探査方
法の開発
・近傍探査用機器(センサ・アンプ)
・専用ソフトウェア

主な目的
・都市化に伴う磁気探査困難箇所の
克服

磁気探査における測定データのAI分析技術開発とサー
ビス化計画の策定
「平成29年度補正ものづくり・商業・サービス経営力向
上支援補助金」を活用
㈱沖縄海洋工機開発
沖縄高等工業専門学校との共同開発

特許第6053508号
「第48回発明くふう展、特許・実用新案の部」で
沖縄県知事賞優秀賞を受賞

特許第6799195号
特許第6833096号

計画変更
「令和元年度補正 ものづくり・商業・サービス生産性向
上促進補助金 2次締切」を活用
目的
・強磁性体近傍における磁気探査方法の開発
・デジタル化データの活用

2019年

2020年

2021年

第四次開発
・WEBアプリ化
・ネットワーク利用による連携強化
・取得データの活用
→データベースの構築を開始

目的
・分業による業務の効率化
・WEBアプリ化によるビッグデータの取得
・分析データのフィードバックを用いた精度向上
・磁気探査機器のDX

2022年

目 標 達 成

目 標 達 成

取得磁気探査結果記録装置、制
御方法、および制御プログラム

目 標 達 成



第
四
次
次
開
発

も の づ く り (2/2)

土木調査事業部

事業内容

年 度
従来の両コイル型から一新した
(仮称) UXO Search System
開発計画の実現可能性検討

計画名称変更
磁気インピーダンス効果を用いた局所
磁気傾度測定システムの開発

無人探査を目標 → 大規模な小型・軽量化
従来技術では不可能(コイルの性能限界)

従来と異なる検知方法での磁気探査センサの開発
(新規追加)

・新方式の不発弾探査適合性についての確認実験
適合性有り、次年度から試作開発を本格的に行う

令和元年度補正・令和三年度補正 ものづくり・商業・
サービス生産性向上促進補助金(11次締切)
「磁気インピーダンス効果を用いた局所磁気傾度測定
システムの開発」採択

2022年

実用品製作に向けた試作・実験・「磁気インピーダンス効果を用いた局所磁気傾度測定
システムの開発」計画実施

※ 前年度から継続

2023年

詳 細 極 秘

詳 細 極 秘
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リサイクル事業部
混ぜればごみ 分ければ資源(CO₂削減）

ペットボトルのリサイクルをとおして持続可能な循環型社会の構築及び島嶼が抱える沖縄の環境
問題の一助となるよう、平成12年4月（公財）日本容器包装リサイクル協会の認定工場として廃
ペットボトルの再生処理工場を開設しました。

リサイクル事業

①自治体の保管施設より収集

⑤選 別

⑨フレーク洗浄

⑩色彩選別

⑪乾 燥

②保管状況

③解 俵

④振動コンベア

⑥破 砕

⑦ラベル除去

⑧比重分離
自治体の保管施設よ
り、4tトラックや塵芥車
にて回収し、指定場所
へ保管します。

②

解俵により圧縮されたペットボトルを
1本づつばらばらにします。

振動コンベアにより細かい異物を除
去します。

異種ボトル（ペットボトル
以外のボトル）やその他
の異物を除去します。

ペットボトルを破砕機により細かく砕きます。

風力選別機によりラベルを除去します。

破砕されたペットボトルを
比重分離によりペットフ
レーク(ペットボトル粉砕
品)とキャップ粉砕品に
分離します。
【水に対してペットフレー
クは沈み、キャップ粉砕
品は表面に浮く比重を
利用し分離されます。】

ペットフレークを洗浄します。

糊が強く、風力選別、比重分離、洗浄工程で
取り除くことが出来なかったラベル付きフレークを
色彩選別機で感知し除去します。

リサイクル製品へ

乾燥させ、フレコンバックへ充填し出荷しま
す。

出荷されたペットフレークはリサイクル製品製造メーカーによりNBAの
ユニフォームや作業着・ブリスターパックなど、様々なリサイクル製品へ
生まれ変わります。

逆浸透膜設備により
工業用水を浄化し給
水します。

【ペットボトルリサイクルの流れ】

10

事業内容

スーパーアルカリイオン水装置
により洗浄力を高めます。



作業環境改善への取組高度化リサイクルへの取組年 度

洗浄用給排水配管の整理[清掃時間の時短]
簡易脱水機の蓋設置[安全性の確保]
側溝蓋の整備[つまずき転倒防止]

平成26年度補正ものづくり
「分離機能を
高度化した
廃プラスチック類
選別機の試作
開発」

2015年

敷地出入口飛び出し注意看板更新[出入り車両注
意喚起]
処理水丸型タンクへアクリル蓋設置[安全対策]
選別室階段付近柱梁の改善[通路の拡大]

色彩選別機導入
製品品質向上設備の増設
（横型比重選）

2016年

空調服の導入[熱中症対策]
汚泥乾燥棚製作[作業効率対策]
トラックスケール更新[安全対策]
屋外保管エリアの整備[安全対策]
工場入口鉄板修繕整備[安全対策]
傾斜コンベアの角度調整[作業効率対策]

工業用水の導入
ファインバブルの導入
色彩選別機Ｗフィーダーへの変更
異物混入対策（ガラス対策）
丸型比重選シャフト改良

2017年

投入ホッパー交換[作業効率対策]
傾斜コンベア交換[作業効率対策]
選別コンベア交換[作業効率対策]
金属排出コンベア修繕[作業効率対策]
作業架台の製作[バグフィルター交換時の転落防止]
作業動線の拡張[緊急時対策]
二次破砕機扉改良[騒音及び作業効率対策]

マグネット追加導入～異物混入対策（金
属）
改良型マグネット追加導入～異物混入対策

（金属）
工業用水貯水タンクを増設
異物除去(ガラス・砂等)振動コンべアを導入

2018年

大型換気扇の設置[熱中症対策]
台秤の更新[作業効率対策]
選別室エアコン更新[熱中症対策]

設備機器管理のタッチパネル化導入による一
括管理
・配線経路の改善
・異常個所の見える化
・保守、稼働管理の効率化

2019年

屋外保管エリアの鉄板敷整備[安全対策]
選別コンベアの更新[作業効率対策]
一次破砕機扉改良[作業効率対策]

一次破砕機投入コンベアの新設（逆転式）
高圧受変電設備更新

2020年

機器架台(ステージ)の増設[作業効率対策]
(二次破砕機及びカラー破砕機上部・比重選側延長）
振動コンベアの更新[作業効率及び安全対策]

一次破砕機の変更による能力ＵＰ
二次破砕機モーター変更による能力ＵＰ
エアセパ装置の更新
スーパーアルカリイオン水の導入

2021年

フォークリフトバケット更新[作業効率及び安全対策]脱水機の更新(能力UP)2台（次年度へ）
投入コンベア更新（次年度へ）

2022年

中二階フロアの整備[作業効率及び安全対策]脱水機の更新（能力UP）2台
投入コンベア更新
フレークソーター新設

2023年
計
画

高
度
化
リ
サ
イ
ク
ル
及
び
作
業
環
境
改
善
へ
の
取
組
（
実
績
）

 

水と攪拌さ

せ な が ら 

直接水中に

投入 

沖縄計測仕様ブロワ

ＰＥＴフレークと

規格外フレークの

選別 

ふるい選別機 
 

正転・逆転 
風力選別機から 

事業内容 も の づ く り

リサイクル事業部
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環境経営方針

＜基本理念＞
「素晴らしい地球と快適な環境づくり」をテーマに、株式会社 沖縄計測では
『地球温暖化対策』及び『循環型社会形成推進』、『自然共生社会構築』に貢献すべ
く努力を重ね、更に環境配慮に努めた業務品質の向上を推進します。

＜行動指針＞
１．環境関連法規を遵守し、その社会的責任を全うします。

２．環境に配慮した製品・サービスの提供に尽力します。
土木調査事業部 ：業務の品質向上を推進し、資源の使用量低減に努めます。
リサイクル事業部 : 枯渇性天然資源の抑制と品質向上に努めます。

３．循環型社会形成の一翼を担う企業として、
省資源化、省エネルギー化に積極的に取り組み、廃棄物の適正管理に努めます。

４．グリーン購入を推進します。

５．環境とＱＣを融合した戦略立案、組織体制の確立、人材育成を主とし
技術、制度、及びシステムを構築し資源生産性の高い循環型社会を構築します。

６．この環境経営方針は、事業活動における更なる環境配慮の促進を図るため、全社員
に周知徹底し、社内外に公表します。

制定日：平成22年 5月10日
改訂 第5版：令和 5年 4月 1日

株式会社 沖縄計測
代表取締役
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令和4年度
経営における課題とチャンス（環境への配慮）

チャンス課 題
・働き方改革の推進

・ＩＣＴ技術の全面的な活用（生産性向上）

・成果品の高度化・機器の性能向上による差別化

・労働環境の問題
（長時間労働・男女の雇用均等）

・人手不足
外部

（業界の環境）

・社内教育訓練の計画と実施
・デジタル機器の標準化
・業務の効率化（時間外労働削減）
・ペーパーレス化（消耗品削減）

・人材の確保（育成）

・デジタル機器の普及

・営業の向上（品質向上）

外部/内部

・コンサル業務の受注

・分業制による時間外労働の平坦化
（内業班、外業班）

・勤怠集計及び会計のクラウド導入による業務の効率化
（ペーパーレス化による消耗品削減）

・企業領域の拡大

・労働時間の偏り

・クラウド会計及び勤怠の円滑な運用

・売上及び利益の目標達成
（外注費の削減）

内部

土木調査事業部

リサイクル事業部
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チャンス課 題
・働き方改革の推進

・地理的優位

・高品質な原材料の確保(高品質な製品製造)

・品質向上による高付加価値販売（売上高UP)

・労働環境の問題
（長時間労働・男女の雇用均等）
・人手不足
・過剰な生産能力及び入札価格高騰
（原材料の確保）
・低品質な原材料

・製品販売価格の変動

外部
（業界の環境）

・社内教育訓練の計画と実施

・業務の効率化（時間外労働削減）
・人材の確保（育成）外部/内部

・力量UPによる時間外労働の平坦化
・教育訓練の計画と実施
・勤怠及び会計のクラウドシステム導入による業務の効
率化（ペーパーレス化による消耗品削減）

・連続稼働による安定的な生産、製品販売
・製品品質向上による高付加価値販売（売上高UP)
・洗浄能力向上の為の機器導入
・整理整頓清掃による安全及び業務効率化

・労働時間の偏り
・管理者育成
・クラウド会計及び勤怠の円滑な運用

・機器ﾄﾗﾌﾞﾙによる稼働停止
・異物除去
・洗浄能力強化
・工場施設の整理整頓清掃

内部



環境経営目標

取り組み結果及び評価環境経営計画項目

ｐ15,17,19,21に記載。・CO₂・水・廃棄物排出量の削減

〇防災危機管理課より地質調査業務を含む測量地質業務1件、企業局より1
件、沖縄市から1件の計3件受注できた。・公共工事の地質調査業務の受注件数（1件）

営
業
活
動

の
向
上

○公共発注案件は、那覇市1件、沖縄市1件の計2件受注。民間からの発注は
1件の受注であった。

・民間コンサルタント業務の受注
・公共発注の設計業務の受注件数（1件）

×
今年度、民間支援事業が目標3件に対して、2件と目標達成には至らなかった
が、来期に向けて、2件業務の依頼が来ており、設計を行い早い時期に業務が
行えるように準備中である。

・民間支援業務のコンスタントの受注（3件）
・民間発注の設計業務
（外構設計・工作物申請等）の受注（3件）

×
R4年度はビジネス支援事業に申し込むも不採択となった。Ｒ5年度においては、
ＪＩＣＡの支援事業（平和構築事業）にエントリーする。日本国とアセアン
10か国の技術提携事業にエントリーする。

・海外展開を推進する

○
個別指導表を基に教育、管理を行った。R4年度を通して日々成長が感じられ
た。
試験に関してもしっかりと事前に対策をし合格できたことが評価できる。
R5年度は目標値を上げて取り組ませる。

・社員のスキルアップ教育を行う

人
員
の

確
保
・
育
成

○磁気探査技士2人、地質調査技士1人、測量士補1人、火薬類取扱保安
責任者1人の資格合格。その他にも、特別教育での取得もあった。

・資格または力量の保持者を確保する
（4名以上）

×
調査部への入社が1人、企画開発部へ1人と合計2名の入社となったが、新卒
での入社が0人だった。学校訪問を実施したことは評価できるものの、結果を
伴っていない。

・調査事業部社員の確保（2人）

○今期販売数は、6セットの販売となった。・J-SOKの販売（5セット）

デ
ジ
タ
ル
機
器
の
普
及

○
JSDを使用しての業務は、今年度4件となった。沖縄県防災危機管理課から1
件、南風原町から1件、残り2件は民間企業からの発注であったが、発注元が
北部国道事務所、防衛局のため、機器の実績として残すことができた。

・強磁性体近傍探査機器の受注（3件）

×
BIM/CIMソフトウェアについて複数ソフトウェアを検討し導入済み。しかし、使用
に向けての人材育成、勉強会が出来なかったため、R5年度は属人化にならな
いよう、担当を決め勉強会を実施する。

・BIM/CIMへの対応

×
3次元設計データ作成及び土量算出を行った。また、中城湾港においてマルチ
ビーム深浅測量、製品棚卸ではレーザースキャナを用いて実施した。
しかし、業務は遂行できたが、属人化は解消されていないため、顧客に調整を
を図ってもらっている現状である。

・三次元設計への対応

×
15時間以上の残業者が17人でそのうち10人は30時間以上の残業となり、
達成者は5人で達成率22.7％となった。繁忙期に、他部署より応援を要請し
たりと調整を図り対応することは出来たが、残業時間の偏りが大きいため、勤怠
クラウドシステムを活用し管理を強化し偏りを減らす。

・時間外労働の削減（15H未満/月）

働
き
方
改
革
の
推
進

×25人中15人が達成で達成率60％となり未達。・年次有給休暇取得の徹底
（付与分の50％以上）

×
該当者18人中、受診者が7人で達成率38.8％ 未達
朝礼にて、互助会の補助金活用の案内や上長への声掛けを行っているが、達
成できなかった。

・二次健康診断の受診率（100％）

×

Kintoneを導入し、現場調整（人員調整）などで活用。
施工体制台帳の作成、更新を統一化し、個々人での作成を無くし効率化を
図った。また、建設キャリアアップシステムの登録も完了。
次年度は、請求書取りまとめを『協力業者→営業→班長→営業→総務→イ
ンボックス→承認』に変えることで、業務の効率を上げる。

・労働時間の平準化

土木調査事業部
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令和4年度 取り組み目標と結果

◇CO₂・水・廃棄物排出量の削減（数値目標及び結果はｐ15,17,19,21に記載）
◇営業活動の向上（品質向上）
◇人員の確保
◇デジタル機器の普及
◇働き方改革及び健康経営の推進



環境経営目標

取り組み結果及び評価環境経営計画項目

ｐ15,17,19,21に記載CO₂・水・廃棄物排出量の削減

×
通常稼働における運転方法について、個々の力量がアップしており一通りの習得が出来
た。刃の交換やメンテナンスにおいては、全員の修得には至らず未達であった。
個々の力量に差があるため、個々にあった教育方法を検討する。

・機器整備及び法規に関する教育訓
練社

員
の
力
量
向
上

×
資格取得受験者なしの結果であり、未達であった。
次年度に向けて教育体制を整え計画する。

・資格取得管理（1名）
破砕・リサイクル施設技術管理士

×
見学者受け入れ・ベール品検査の対応や人員配置の実施は出来たが、出荷手配が不
十分である。法規的な習得のための計画が甘く教育体制が出来ていなかった。・管理者の育成

×電気工事に必要な部材調達の遅れや設置計画の甘さにより次年度へ持ち越しとなり未
達である。・脱水機の更新（能力UP）

安
定
生
産

設
備
の
更
新
・
維
持
管
理

×設計の案の遅れ及びコンベア外注先からの見積もりの遅れにより、次年度へ持ち越しとな
り未達である。・投入コンベア更新

〇PETフレークの洗浄効果を高めるため、比重選等水槽へスーパーアルカリイオン水を注入
した。水質を確認しつつ、継続的に活用する。・スーパーアルカリイオン水の有効活用

×粉砕刃の交換、ベアリング交換といった定期的なメンテは出来たが、リストアップはしたもの
の対応が遅れたり、清掃不足による稼働停止があり未達であった。・機器不具合箇所の洗い出し→改善

〇8月入札(R4年下期）及び2月入札(R5年上期)において例年どおりの落札が出来た。・入荷量の安定確保

安
定
生
産

原
料
確
保
・
製
品
品
質
向
上

〇
選別における分別が曖昧なボトルを発見した場合、始業前ミーテイングにて分別方法を
共有し、異物混入がないよう意識づけを行い、また、各種異物ボトルを種類ごとに保管し
除去物の共有を図った。

・異物除去体制の強化
・品質向上対策ミーティングの強化

〇
コロナの影響によりベール品検査の実施件数は少なかったが、参加できなかった自治体を
訪問し、検査結果をお伝えし異物混入防止のコミュニケーションを図ることが出来た。自
治体からのボトルの種類に関する問い合わせを受けた際や異物混入があった場合の現地
確認等の訪問を実施し、原料の質の向上に繋がった。

・取引先への啓発活動の強化

×工具棚及び構内草刈りは進めることが出来たが、それ以外は実施できず、未達である。・工場施設の整理整頓清掃

×作業手順書の見直し及びメンテナンス記録の整備不足がある。作業手順書及び
メンテナンス記録の見直し業

務
の

効
率
化 ×会計・勤怠共に、入力作業や自動仕分けの習得は出来たが、作業のスピードＵＰは未

達である。
・勤怠及び会計クラウドシステム導入に
よる業務の効率化

×11名中、全員未達。0Hを達成した月もあったが、突発的休暇者対応や修繕及び回収
業務等により未達となった。

・時間外労働の削減
（0H未満/月）働

き
方
改
革
の
推
進

×11名中、達成者は6名（55％）で未達であった。取得計画の甘さがあった。・年次有給休暇取得の徹底
（付与分の50％以上）

〇該当者5名全員（100％）受診することができ達成である。
次年度は二次検査の対象とならないよう、健康維持の発信に努める。

・二次健康診断の受診率
（100％）

リサイクル事業部

15

令和4年度 取り組み目標と結果

◇CO₂・水・廃棄物排出量の削減（数値目標はｐ15,17,19,21に記載）
◇社員の力量向上
◇安定生産≪設備更新≫
◇安定生産≪原料確保及び製品品質向上≫
◇業務の効率化
◇働き方改革及び健康経営の推進



CO₂排出量 取り組み結果

中期計画（CO₂排出量） CO₂排出量係数（0.749kg-CO₂/kWh　沖縄ガスニューパワー2021年度調整後係数）

R6年度R5年度R4年度
基準値

基準年度

年 度
項目

実績目標実績目標実績目標単 位

58,58258,68258,21658,78258,782
（3年間平均）kg-CO₂土木調査

事業部

11411499.91114114
（R3年度）

kg-CO₂
（処理量当り）

リサイクル
事業部

※3年ごとで見直し
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令和4年度 取り組み目標と結果
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※令和4年度の全社の二酸化炭素排出量は353,164㎏-CO2



二酸化炭素排出量削減の取り組み
評価取り組み結果担当具体的計画

×
スイッチ箇所に節電POPを貼り、意識付けを行っ
ているが、離席時に照明、パソコンがが付いたま
まの場合がある。

全社員エアコンの設定温度、不要照明消灯の意識付け

○本社事務所太陽光パネル、ソーラーパネル車両
（1台）の活用は出来ている。土木調査事業部太陽光パネルの活用、ソーラーパネル車両の活用

○年間を通して交代稼働を実施した。リサイクル事業部連続稼働の工夫（交代稼働）をすることで使用電力量を
抑える

○順次停止・順次稼働を徹底した。リサイクル事業部順次停止・順次稼働を行い稼働時の初期電力を抑える

○目標20件に対し19件となった。リサイクル事業部緊急停止件数の削減(目標20件)

○継続して行っている。全社員エコドライブの推進（継続）

×
各車両で担当者を決め、管理表を基に点検を
行ったが、出来ていない車両もあるため、会議等
で声掛けを行う。

車両管理責任者定期的なタイヤの空気圧点検

○ハイブリット車を電気自動車に変更し導入。車両管理責任者低燃費車両の導入

〇
使用道具の準備は現場の前日に行われており、
道具の忘れ物は減少傾向にある。
また、機器類の動作確認も行われている。

土木調査事業部出発前の使用道具確認の徹底
（機器類：2日前までの動作確認）

○Kintoneにて車両管理を行い、車検有効日も
終了日のアラームがなるようにし管理を行った。全社員使用車両の台数管理

○
【調査部】各機器ごとでの検定、校正を管理表
でまとめ、更新漏れが無いように管理を行ってい
る。

土木調査事業部
リサイクル事業部使用機器等の定期点検・管理

○
現場での解析データをクラウドで送信し、会社の
内業者での解析業務を行うことで効率化につな
げた。

土木調査事業部磁気探査システム（デジタル化）による業務の効率化

評価と分析
CO₂は前年度に比べ消費量削減で達成となったが、社内の照明、パソコンなどが離席時に付いたままの状態

があった。一人一人の意識が減少につながるので、POP貼り付けや会議などで声掛けを行っていく。
月毎にみると現場の繁忙期に合わせて値が上昇していることがわかる。繁忙期に軽油とガソリンの消費量が

増えるのを抑える方法を模索していくことが必要と思われる。（アイドリングストップ、車の台数を考える）
フロンガス点検による空調機と冷蔵、冷凍庫は異常なし。

土
木
調
査
事
業
部

目標114kg-CO₂/ｔに対して、99.91kg-CO₂/ｔとなっており目標達成となった。
電気量・ガソリン・LPGの項目において目標を達成する事ができた。しかし軽油においては、0.2％の未達となっ
ている。PETボトルの回収量増加によることが原因となっている。今後の運搬業務での目標達成が妥当か検
討する。工場の稼働時におけるCO₂削減に繋げるため、交代勤務を基本とし連続稼働を実施している。稼働
停止件数が昨年度24回に対し今年度は19回と停止の低減が出来ている。老朽化機器や不具合機器を改
善する計画を立て、修繕することでCO₂削減に繋げる。また、清掃不足が要因の不具合の発生が数回発生し
ているため、清掃の頻度の見直しを図り、緊急停止による再稼働時の初期電力の発生を無くし、CO2排出削
減に繋げる。
フロンガス点検による空調機と冷蔵、冷凍庫は異常なし。

リ
サ
イ
ク
ル
事
業
部

CO₂排出量 取り組み評価
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令和4年度 取り組み目標と結果



水使用量 取り組み結果
中期計画（水使用量）

R6年度R5年度R4年度
基準値

基準年度
年度

項目
実績目標実績目標実績目標単位

150151126152152
（3年間平均）ｍ3土木調査

事業部

4.514.513.064.5145.1
（R3年度）

ｍ3/ｔ
（処理量当り）

リサイクル
事業部

※3年ごとで見直し
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達
成

達
成

令和4年度 取り組み目標と結果
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水使用量 取り組み評価

水資源使用量削減の取り組み
取り組み結果及び評価担当具体的計画

〇元栓管理を徹底し活用リサイクル事業部雨水タンクを活用し草木の水やりに継続して使用する
（上水道は使用せず100％雨水を使用）

〇水質維持の為、タンク清掃を実施し活用リサイクル事業部循環水を活用する

○手元操作ノズルを取り付け、節水出来ている。排水量削減部門ホースの出口に手元操作ノズルを取り付け、こまめに止め節
水を図る。

×調整不足で予定量の使用が出来ていなかったリサイクル事業部廃プラ工場（洗浄機等）の投入水量の管理の強化

評価と分析

R4年度は全ての月で目標達成となった｡社員一人一人の節水に対する意識は非常に高く評
価できる｡
R5年度はムダな利用が無いかを洗い出し、さらなる節水を目指し運用管理を徹底する。

土木調査
事業部

本年度は、処理量ｔ当たり4.51m3に対し3.06m3となり目標達成となる。
7月屋外タンク清掃、3月には洗浄槽及び室内タンク清掃を実施。ろ過機（逆浸透膜）のフィル
ターの定期的な交換を行い水質維持管理を継続した。また昨年度新たな取組として導入した
スーパーアルカリイオン水を活用し、洗浄力の強化に取り組んだ。しかし、上期において、入水先の
ストレーナーの詰まりや配管の詰まりにより、入水の不安定な時期があった。また、原料の状態に応
じて、異物を効率よく取れるよう機器の工夫を行い、注水量の調整を行うよう取り組んだが、調整
不足から予定量を使用できなかった。次年度においては、脱水機の機器更新を予定しているため、
各機器への水使用量を見直し管理体制を強化する。

リサイクル事業部
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水量計の追加・交換・表示
（継続）

節水シール
（継続）

令和4年度 取り組み目標と結果



廃棄物（産業） 取り組み結果
中期計画（産業廃棄物排出量）

R6年度R5年度R4年度
基準値

基準年度
年度

項目
実績目標実績目標実績目標単位

2,4742,5742002,6742,674
（3年間平均）ｋｇ土木調査事業部

27.7827.785.04注 12.2627.78
（R3年度）

ｋｇ/ｔ
（処理量当り）リサイクル事業部

※3年ごとで見直し
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達
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令和4年度 取り組み目標と結果
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廃棄物（産業） 取り組み評価

産業廃棄物の削減の取り組み
取り組み結果及び評価担当具体的計画

○適正に分別を行い、管理表（マニフェスト）を用
いて管理している

廃棄物排出削減
部門適正な分別を行い、資源化へと繋げる

×
ｸﾘｱﾌﾚｰｸ再生率0.25％ダウン。市場変動が大き
く、品質向上を図る目的で選別機能の強化を
行った結果、再生率向上には至らなかった。

リサイクル事業部ペットボトルリサイクルの再生率を向上させ、廃棄物を削減する

○種類別でゴミ箱を設置、分別しリサイクルできてい
る。全社員空き缶・鉄類のリサイクル

〇
天気の良い日は太陽にあたる場所へ移動し、雨
に濡らさないよう意識し取り組み排出量31.9％
減を達成

リサイクル事業部汚泥を乾燥させ、廃棄物を減量する

〇ﾘｻｲｸﾙが困難で廃棄物となるﾗﾍﾞﾙを燃料として再
活用が出来ているリサイクル事業部廃ラベルを燃料資源として再利用する

○専用のドラム缶に集め、適正な処理、管理を行っ
ている。

廃棄物排出削減
部門作動油の適正管理

〇
自治体立会による品質検査を基本とし混入物の
現状確認を実施。コロナによる立会減少もあった
が、工場見学受入れや取引先への発信を積極
的に行った。

リサイクル事業部ベール品検査による品質検査及びごみ混入防止の啓発活動

評価と分析
継続してゴミの分別、産業廃棄物はマニフェストを用いて適正に処理できた。廃油を集めるドラム

缶の劣化がひどかったため、新しいドラム缶に変え、漏れなどが無いよう管理を行っている。
本年度は倉庫の片付けや大掃除の月を除けば目標値を下回ることが出来た。
一人一人が意識して、いらないものはため込まないように心掛けた事が良い結果に繋がった。
来年度も引き続き意識して廃棄物を増やさないように心掛けたい。

土木調査事業部

本年度は市場変動によりﾊﾟｳﾀﾞｰＢが産業廃棄物から有価物へと変更になり、目標修正を
行い、取組を継続した。
結果、廃プラ(屑)においては5.9％、汚泥においては、31.9％の削減ができた。自治体や取
引先への啓発活動を継続した成果が出ており、ﾗﾍﾞﾙや屑類等の混入が減少している事が大
きく影響してる。また汚泥の水分率を下げるための工夫を継続的に取り組めたことも結果に繋
がっている。次年度においても引き続き排出量の抑制に努め、発生と経費の関係性や取組
の理解を深め、社員への意識づけを図る。

リサイクル事業部
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令和4年度 取り組み目標と結果

汚泥の乾燥で
コスト削減！

適正な分別
を行っています



廃棄物（一般） 取り組み結果

中期計画（一般廃棄物排出量）

R6年度R5年度R4年度
基準値

基準年度
年度

項目
実績目標実績目標実績目標単位

5960496157
（3年間平均）

ｋｇ
（1人当り）土木調査事業部

24.0024.0023.9724.0024.00
（R3年度）

ｋｇ
（1人当り）リサイクル事業部

※3年ごとで見直し
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達
成

達
成

令和4年度 取り組み目標と結果
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一般廃棄物排出量（一人当たり,㎏/人）
（土木調査事業部）

R2 R3 R4 目標



廃棄物（一般） 取り組み評価
一般廃棄物の削減の取り組み

取り組み結果及び評価担当具体的計画

○ゴミの分別を適正に行い、記録簿にて管理を行
い、資源化へ繋げている。

廃棄物排出削減
部門適正な分別を行い、資源化へと繋げる

×定着できていない。全社員My箸・Myバック・Myタオル（ハンカチ）を義務化する。
My弁当箱の推奨

○種類ごとにゴミ箱を設置しリサイクルに繋げることを
継続できた。全社員ペットボトル・空き缶のリサイクル

○収集場所を決め、継続してリサイクルできている。全社員段ボール・新聞紙・その他紙をリサイクル

○社内のみでの使用の紙は裏紙利用が定着でき
ている。全社員ミスプリントの裏紙使用、使用済みカレンダー・ポスター等を

再利用し紙使用を削減

○書類を確認してから印刷を行うことで、ミスプリント
削減につながっている。全社員ミスプリントの削減

評価と分析

ゴミの分別、リサイクル等は定着できているが、Ｍｙ箸、Ｍｙバックの取組が出来ている社員と出
来てない社員がいる。土木調査事業部

月目標（1人あたり）2.0㎏に対し、1.99㎏で目標達成となる。
my箸の徹底が出来ていない事が見受けら、また、弁当容器の廃棄が目立つので、繰り返し使え
る弁当箱を推奨し、my箸・myバックの徹底を全員で取り組めるよう工夫する。リサイクル事業部

23

古紙などはリサイクルへ

My箸・Myコップは
会社に常備しています。

令和4年度 取り組み目標と結果



グリーン購入 取り組み結果
中期計画（グリーン購入）

R6年度R5年度R4年度
基準値

基準年度
年度

項目
実績目標実績目標実績目標単位

継続継続継続継続R3年度
定期購入

・コピー用紙
・制服

土木調査事業部

継続継続継続継続R3年度
定期購入

・コピー用紙
・制服

リサイクル事業部

※3年ごとで見直し
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評価と分析

定期的に購入する制服とコピー用紙は継続してグリーン購入品を指定して購入している。
次年度以降も新たなグリーン購入品目を選定し 、新規の品目がないかを確認し拡大す
る。

土木調査事業部

リサイクル事業部

グリーン購入促進の取り組み
取り組み結果及び評価担当具体的計画

〇100％達成総務部コピー用紙はグリーン商品（再生紙）を使用する

〇100％達成総務部制服はグリーン商品を使用する。

令和4年度 取り組み目標と結果
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株式会社 沖縄計測
代表取締役社長

玉城 幸人

エコアクション21 組織図
総括環境管理責任者

兼本 淳

事務局
土木調査事業部担当 ： 湧川 明香
リサイクル事業部担当 ： 小波津 ひろみ

リサイクル事業部土木調査事業部

製品品質向上推進部門廃棄物排出削減部門総排水量削減部門
(兼グリーン購入推進係）CO2排出量削減部門製品品質向上推進部門廃棄物排出削減部門総排水量削減部門

(兼グリーン購入推進係）CO2排出量削減部門

部 門 長部 門 長部 門 長部 門 長部 門 長部 門 長部 門 長部 門 長

副部門長副部門長副部門長副部門長副部門長副部門長副部門長副部門長

全社員全社員

役割・責任及び権限EA21推進役職

・環境管理システムの目標及び活動計画を策定、運用
・取り組み状況の評価、見直し
・環境経営方針の策定、見直し、全従業員への周知

代表取締役社長

・環境経営システム（EMS）に関する責任者
・環境管理システムの見直し、結果の報告
・環境管理システムの教育、訓練の実施
・環境に配慮した製品・サービスの取組、周知
・環境経営計画の取組、周知、推進

総括環境管理責任者

・環境に配慮した製品・サービスの取組、周知
・環境経営計画の取組、周知、推進
・環境負荷のデータ集計・報告・レポート作成
・環境関連法規の整理・取りまとめ

事務局

・環境関連法規の遵守・推進
・目標・計画を立案し承認された目標・計画の管理活動を実行
・環境経営計画の取組を実施・推進
・作業現場・工場での環境教育を実施・推進
・環境経営方針を理解し、環境への取組の重要性を認識し実践・推進

部門長
副部門長

・環境関連法規の遵守
・環境経営計画の取組を実施
・環境経営方針を理解し、環境への取組の重要性を認識し実践

全社員

実施体制



土木調査事業部、リサイクル事業部、グループ会社全体
前年度の報告、新年度に向けての取組目標、エコアクション21で決めた目標取組の伝達。

総会
【入社式】

毎週月曜日
外部からの情報（市場変動・業界の方向性等）を共有し、対応策を審議する。社内における案件を審
議し、必要に応じて社内へ配信する。

役員会議

土木調査事業部 月2回（第2・4木曜日）
業務の工程、新規の案件、連絡事項、エコアクション21等状況確認と情報共有。
リサイクル事業部月1回（第2水曜日）
稼働計画実施の確認、人員配置調整、連絡事項、エコアクション21等状況確認と情報共有。

管理者会議

土木調査事業部 月1回（第1木曜日）
社長訓示、役員会議、管理者会議で決まった事案の伝達。情報の共有。
ビジネスマナーの教育・安全教育など。遠方へ出張中の社員はオンラインで参加するなど、なるべく全社員
が参加できるようにしている。

工程会議

土木調査部・リサイクル事業部（月2回）
取組状況の確認・報告・共有。毎月の工程会議で社員へ共有する情報の確認などEA21会議

土木調査事業部、リサイクル事業部、グループ会社総務部社員 月1回
年間行事の円滑な実施に向けて計画・実施・反省の共有や「働きやすい職場環境」に対する問題点を抽
出し改善案等を記録にまとめ、各部署管理者会議にて共有し改善を図る。

総務会議

土木調査事業部（週1回）、リサイクル事業部(毎日)、リサイクル事業グループ会社全体朝礼(月1回)
社長から週の予定や社会情勢などについての連絡。また、司会、部長、各担当者からの連絡事項の周知。
KY活動

朝礼

土木調査事業部：毎週金曜日、リサイクル部：毎朝及び月1回
屋内・屋外・コンテナ周り等・前面道路を社員全員で清掃全体社内清掃

土木調査事業部 リサイクル事業部
安全講習を定期的に実施。安全パトロール

土木調査事業部、リサイクル事業部、グループ会社全体
・健康診断 毎年5月
・騒音特殊健康診断 毎年11月（該当社員）
・インフルエンザ予防接種 毎年10～11月（費用会社負担）

健康診断

土木調査事業部、リサイクル事業部、グループ会社全体
担当部署の社員からテーマを募り意識向上に繋げている。毎月のテーマ

・忘年会
・慰労会

メンタル
ヘルスケア

業務効率向上のため管理システム（クラウドサービス）を導入しました。
スケジュール管理や、工程管理、日報など、紙媒体で管理していたものをクラウド化し、パソコンやスマホで
確認することで社内間の情報共有がスムーズに行えるようになりました。

クラウドサービス
の活用

令和4年度
環境コミュニケーション（内部コミュニケーション）
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沖縄市立美東中学校（10月）

地質調査の仕事について

話をするだけではなく、
実験を盛り込んで行われた講話は
生徒たちも興味を持ってくれました。

職業人講話

・沖縄県立読谷高等学校（2名）フィールドスタディ

・安全衛生大会
・安全パトロール
・安全協力会総会
・中部地区労働衛生管理推進大会

安全衛生
協力活動

令和4年度 第15回
環境経営レポート大賞・九州

EA21審査員様よりご推薦していただき、
見事「環境経営賞」を受賞しました。

エコアクション21

「センサ回路の設計技術」について受講しました。

ポリテクセミナー

・沖縄市道路愛護活動 ・中城湾新港地区クリーン活動（11月・1月）
・比屋根湿地・泡瀬海岸清掃 ・南風原町ちゅら島環境美化町内一斉清掃

ボランティア活動

令和4年度
環境コミュニケーション（外部コミュニケーション）
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・沖縄市育英会 ・沖縄市子供貧困対策事業 ・第5回沖縄市長杯小学生ハンドボール大会

寄付金

製品工法ガイド2022-2023沖縄版
R4年度3R推進月間新聞掲載
沖縄市循環バス車外広告、RBC放送(番宣CM・SDGs)

協賛広告

2年ぶりの開催となり、大勢の方が来場していました。最新レイアウトで展示された不発弾の模型
にみなさん興味深々で、緑に統一されたブースには目を引き付けられました。

沖縄市・うるま市
産業まつり

株式会社仲本工業様主催の献血協力
株式会社大米建設様主催の献血協力献血

経済産業省より「事業継続力強化計画」の認定を受けました。事業継続力
強化計画

沖縄建設新聞のコラム記事「建設論壇」の執筆者に玉城社長が選任され、合計6回の掲載が決
まりました。

沖縄建設新聞
「建設論壇」掲載

沖縄市（土木調査事業部）、うるま市（リサイクル事業部）の地域防災計画に基づき、大規模
地震・津波の発生を想定し訓練を実施。

防災訓練

別紙参照顧客からの声
（クレーム等）

令和4年度
環境コミュニケーション（外部コミュニケーション）



令和4年度 活動報告（土木調査事業部）

取材関連

29

令和4年6月15日 RBCニュース番組Link「つなごう沖縄」

＊令和４年９月１８日掲載
大阪中小企業投資育成３０周年

＊令和５年２月１５日～１１月２９日掲載
沖縄建設新聞論壇
執筆：玉城社長
沖縄建設新聞のコラム記事
「 建設論壇（けんせつ ろんだん）」
に玉城社長が 執筆者に選任されました。
令和5年2月から 計6回の掲載を予定しています。

＊令和５年３月２８日掲載
ResorTech Okinawaホームページ
（リゾテック沖縄）
県内の DX推進をしている企業の紹介や
DXに関するイベント等の情報を発信している
「リゾテック沖縄」のホームページに不発弾探査の
デジタル化について掲載されました。

沖縄建設新聞論壇



令和4年度 活動報告（土木調査事業部）

教育訓練
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＊ポリテク勉強会
＊磁気探査技士試験勉強会
＊循環ポンプ取扱講習会
＊Ｄアムメーター【検流計】取扱講習
＊解析勉強会
＊誘導起電力基礎講習
＊沖縄銀行 iDeCo・NISA講習会
＊決算書勉強会



令和4年度 活動報告（リサイクル事業部）
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産業廃棄物再生利用業個別指定認定による回収がスタート

沖縄ファミリ
ーマート回収

開始

産業廃棄物再生
利用業個別指定
認定による回収

（再生活用・再生
輸送）

沖縄コカ・コー
ラ回収開始

当社のﾄﾚｲｻﾋﾞﾘﾃｨ
ｰの信頼が得られ
た事でＢｔｏＢ再利
用事業者へのﾊﾟｲ
ﾌﾟが繋がる

ﾌｫｰｸﾊﾞｹｯﾄ

改良制作

ﾊﾞｹｯﾄの更新の際
、補強等を加える
ことで長く使用でき
るよう改良した。



令和4年度 活動報告（リサイクル事業部）

プラスチック品質講習会

沖縄銀行講習会
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より良い製品作りに取り組んで行きます!

ライフプランセミナー
「ライフイベントの備え」
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令和4年度 活動報告（リサイクル事業部）

＊安全衛生教育＊
5月：熱中症対策 10月：食生活改善のすすめ
7月：フォークリフト講習、避難訓練 12月：汚水流失防止対策
9月：騒音障害について 1月：挟まれ・巻き込まれ事故



34

令和4年度 活動報告（土木調査・リサイクル事業部）

BCP活動

災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の拡大を防ぐと
同時に緊急時対応を適切に行えるよう年1回以上または必要に応じて、
全従業員に教育訓練を実施しています。

自然災害だけではなく、情報セキュリティー対策の観点から
「SECURITY ACTION」一つ星を宣言しました。
今後は「情報セキュリティー基本方針」作成し、管理体制を
整え、セキュリティー対策の実施及び継続的改善を
行ってまいります。

令和4年度 防災訓練



沖縄計測での 事例（J-SOKデータ転送）

磁気探査のデジタライゼーション

①現場にて調査 ②解析業務 ③確認探査

②解析業務

デ
ー
タ
共
有

③確認探査

ネットワーク連携
時間短縮

移動

以前であれば現場作業後に測定記録を会社へ持ち帰り手作業で解析し、帳票を作成。
さらに現場に戻り、帳票をもとに異常点の確認を行う必要があったため、時間のかかる労務で
残業が常態化し問題となっていましたが、
現在では取得したデータをクラウドストレージで本社とデータ共有できるため、
事務所にいる人員で解析した結果を現場と共有し、現場で確認を進めながら報告書作成
ができるようになりました。
また、記録・解析のデジタル化により解析業務に要する時間が1/5に圧縮され、残業などの
負担も低減され、円滑に進めることができるようになりました。

沖縄計測での 事例
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令和4年度 活動報告（土木調査事業部）



掲示板の未確認防止の活用とコメント欄を活用

スケジュールの活用

定例ミーティングの様子 工程管理の活用

令和4年度 活動報告（土木調査・リサイクル事業部）

業務効率、向上のため管理システム（クラウドサービス）を導入しました。
スケジュール管理や、工程管理、日報など、紙媒体で管理していたものをクラウド化し、パソコンやスマホで確認する
ことで社内間の情報共有がスムーズに行えるようになりました。
今後は、機器の在庫管理や 保守の管理、 案件管理アプリで売上高や経費等の集計といった、管理システムで
できることを社内で検討し、アプリの追加や改良することで、さらに進化できるよう取り組んでいきます。

会計業務については、ソフトの連携入力や業務分担で、時間短縮ができました。クラウド勤怠を導入したことで休
暇や残業申請は当事者本人が申請する体制になり、「自分ごと化」の意識づけにつながっています。

基本的な取り組み

・ペーパーレスのさらなる強化

・ハンコによる承認の廃止
・クラウドサービスの活用

・対面での打合せや会議 ・オンライン会議

社内の書類で紙媒体が主だったものをデジタルデータへ移行。
さらに、業務や作業そのものをデジタルツールを活用して効率化
を図ります。
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土木調査事業部

リサイクル事業部
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令和5年度
経営における課題とチャンス（環境への配慮）

チャンス課題

－－内部要因外部要因

労働環境条件の良さ
・指導者（有資格者）の存在・教育時間確保のゆとり
・福利厚生の充実による採用の優位性 ・企業DCの推進
業務の効率化（時間外労働削減）

人手不足による長時間労働○

労働時間の偏り（力量不足）○

人材の育成○

見積書適正価格の見直しによる利益率UP
給与UP（平均3％）物価上昇による家計への負担○

企業価値の向上
業務の効率化
社内・社外コミュニケーションの向上

デジタルシフトを終えＤＸへの取組○○

自社開発機器を所有、さらに販売にによる標準化
NETIS登録による普及加速化デジタル機器（J-SOK）の普及○○

若手技術者いること及びソフト開発事業者との連携によるデジタル
成果品作成ソフトの開発及び販売成果品のペーパーレス化○○

社内有識者による勉強会の開催
顧客満足度ＵＰJ-SOK取扱技術力不足○○

クラウド勤怠の円滑な運用による業務効率化勤怠管理業務○

社員技術力向上、製品の品質向上による顧客からの信用度ＵＰクレーム対応○○

新ヤード活用による労働環境改善本社の立地問題○○

業務管理クラウドソフトの有効活用経営資源の管理不足○

海外展開
有資格者（技術士、ＲＣＣＭ）がおり、企業領域の拡大が可能同業他社との競争激化○○

チャンス課題

－－内部要因外部要因

労働環境条件の良さ
・指導者（有資格者）の存在・教育時間確保のゆとり
・福利厚生の充実による採用の優位性
・企業DCの推進
業務の効率化（時間外労働削減）
安定的な生産

人手不足による長時間労働○

労働時間の偏り○

人材の育成（管理者育成）○

社員の負担軽減重労働の作業○

入札の適正価格の見直しによる利益率UP
給与UP（平均3％）物価上昇による家計への負担○

クラウド勤怠の円滑な運用勤怠管理業務○

最新設備の保有
安定的な製品販売、顧客満足製品品質向上○○

社員技術力向上、製品の品質向上による顧客からの信用度ＵＰクレーム対応○○

営業力強化、適正価格による利益率UP情報収集不足○○

高品質な製品づくりによる販売先の確保製品販売価格の変動○

原材料増量低品質な原材料○

システム変更による業務効率化非効率な計量作業○

整理整頓清掃による安全及び業務効率化工場施設の整理整頓清掃○



◇経営力向上・組織の活性化
◇スキルアップ及び人材確保
◇健康経営の推進
◇CO₂・水・廃棄物排出量の削減（数値目標はｐ40に記載）

環境経営目標

責任者環境経営目標及び計画

統括本部長
地質調査顧問
設計・解析部長
営業部長代理
調査部課長

経営力向上・組織の活性化

・DXの推進、DX認定取得
・公共工事の受注
磁気探査業務（5件） 測量業務（1件）
地質調査業務（1件） 設計業務（1件）

・民間発注の設計業務（外構設計・工作物申請等）の受注（2件）
・民間支援業務のコンスタントの受注（3件）
・J-SOKの販売（8セット）
・強磁性体近傍探査の受注（3件）
・海外展開の推進
・新ヤード活用
・新技術の開発（ものづくり補助金の活用）
・NETIS登録（2件）

統括本部長
地質調査顧問
調査部課長

スキルアップ及び人材確保（業務効率化による時間外労働の削減）

・社員のスキルアップを行う（個人別スキルアップ計画）
・人材確保（経理1人 現場3人 設計解析部1人）
・3次元業務 技術者育成（3名）

統括本部長

土木調査部・リサイクル事業部共有

健康経営の推進（時短によるCO₂排出量の削減）

・時間外労働の削減：15H／月 （労働時間の平準化）
・年次有給休暇の徹底(付与分の50％以上)
・二次健康診断の受診率（100％）

部門長
CO₂・水・廃棄物排出量の削減

別紙ｐ41.42に記載（数値目標はｐ40に記載）

土木調査事業部

環境経営計画

次年度（令和5年度）環境経営目標及び環境経営計画
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環境経営目標
リサイクル事業部

◇社員の力量向上
◇安定生産≪設備更新≫
◇安定生産≪原料確保及び製品品質向上≫
◇業務の効率化
◇健康経営の推進
◇CO₂・水・廃棄物排出量の削減（数値目標はｐ40に記載）

環境経営計画の策定 責任者環境経営目標及び計画

・工場長
・常務

社員の力量向上（業務効率化による時間外労働の削減）

・機器整備及び法規に関する教育訓練の年間計画表を作成、実施する。
個人別教育訓練の実施：３か月毎に評価→再計画

・資格取得管理：１名追加（破砕・リサイクル施設技術管理士）
・管理者の育成：生産管理(稼働計画に応じた処理及び人員配置の管理)、備品発注管

理、見学者対応、法規の把握）

・工場長
・常務

安定生産≪設備の更新及び維持管理≫（高効率化によるCO₂削減）

・脱水機の更新2台（能力UP）
・投入コンベア更新
・スーパーアルカリイオン水の有効活用
・機器不具合箇所の洗い出し→改善
・フレークソータ新設による異物除去強化

・工場長
・常務

安定生産≪原料確保及び製品品質向上≫

・入荷量の安定確保（枯渇資源の使用量削減によるCO₂削減）
・異物除去体制の強化→品質向上対策ミーティングの強化（製品品質向上）
・取引先への啓発活動の強化（製品品質向上）
・工場施設の整理整頓清掃（区分ごとに担当を決め維持管理する。）

・工場長
・常務
・総務係長

業務の効率化（時間外労働の削減及びCO₂排出量の削減）

・作業手順書の活用及びメンテナンス記録の見直し
・勤怠クラウドシステムによる業務の効率化

・常務
・総務係長

土木調査部・リサイクル事業部共有

健康経営の推進（時短によるCO₂排出量の削減）

・時間外労働の削減(0H／月）
・年次有給休暇取得の徹底(付与分の50％以上)
・二次健康診断の受診率（100％）

部門長

CO₂・水・廃棄物排出量の削減

別紙ｐ41.42に記載（数値目標はｐ40に記載）

次年度（令和5年度）環境経営目標及び環境経営計画
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次年度（令和5年度）環境経営目標及び環境経営計画

・中期目標（CO2排出量）

R6年度
目標値

R5年度
目標値

R4年度
目標値基準年度

年度

単位
項目

58,58258,68258,78258,782
（過去3年間平均値）Kg-CO2

土木調査
事業部

113.0113.5114.0114.0
（R3年度）

Kg-CO2
（処理量当り）

リサイクル
事業部

CO2・水・廃棄物排出量の削減（土木調査事業部・リサイクル事業部共通）

・中期目標（水使用量）

R6年度
目標値

R5年度
目標値

R4年度
目標値基準年度

年度

単位
項目

150151152152
（過去3年間平均値）ｍ3土木調査

事業部

4.514.514.514.51
（H30年度）

ｍ3/ｔ
（処理量当り）

リサイクル
事業部

・中期目標（産業廃棄物）

R6年度
目標値

R5年度
目標値

R4年度
目標値基準年度

年度

単位
項目

2,4742,5742,6742,674
（過去3年間平均値）Kg土木調査

事業部

12.2212.2412.2627.78
（R3年度）

Kg/ｔ
（処理量当り）

リサイクル
事業部

・中期目標（一般廃棄物）

R6年度
目標値

R5年度
目標値

R4年度
目標値基準年度

年度

単位
項目

59606161
（過去3年間平均値）

Kg
（一人当たり）

土木調査
事業部

23.823.924.0024.00
（R3年度）

Kg/ｔ
（一人当り）

リサイクル
事業部



CO₂排出量

水資源使用量

二酸化炭素排出量削減の取り組み
担当具体的計画

全社員エアコンの設定温度、不要照明消灯の意識付け

土木調査事業部太陽光パネルの活用、ソーラーパネル車両の活用

リサイクル事業部連続稼働の工夫（交代稼働）をすることで使用電力量を抑える

リサイクル事業部順次停止・順次稼働を行い稼働時の初期電力を抑える

リサイクル事業部緊急停止件数の削減(目標20件)

全社員エコドライブの推進（継続）

車両管理責任者定期的なタイヤの空気圧点検

車両管理責任者低燃費車両の導入

土木調査事業部出発前の使用道具確認の徹底（機器類：2日前までの動作確認）

全社員使用車両の台数管理

土木調査事業部・リサイクル事業部使用機器等の定期点検・管理

土木調査事業部磁気探査システム（デジタル化）による業務の効率化

水資源使用量削減の取り組み
担当具体的計画

リサイクル事業部雨水タンクを活用し草木の水やりに継続して使用する
（上水道は使用せず100％雨水を使用）

リサイクル事業部循環水を活用する

排水量削減部門ホースの出口に手元操作ノズルを取り付け、こまめに止め節水を図る。

リサイクル事業部廃プラ工場（洗浄機等）の投入水量の管理の強化

次年度（令和5年度）環境経営目標及び環境経営計画
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廃棄物（産業）

廃棄物（一般）

グリーン購入

産業廃棄物の削減の取り組み
担当具体的計画

廃棄物排出削減部門適正な分別を行い、資源化へと繋げる

全社員ペットボトルリサイクルの再生率を向上させ、廃棄物を削減する

全社員空き缶・鉄類のリサイクル

リサイクル事業部汚泥を乾燥させ、廃棄物を減量する

リサイクル事業部廃ラベルを燃料資源として再利用する

廃棄物排出削減部門作動油の適正管理

リサイクル事業部ベール品検査による品質検査とごみ混入防止の啓発活動

一般廃棄物の削減の取り組み
担当具体的計画

廃棄物排出削減部門適正な分別を行い、資源化へと繋げる

全社員My箸・Myバック・Myタオル（ハンカチ）を義務化する。My弁当箱の推奨

全社員ペットボトル・空き缶のリサイクル

全社員段ボール・新聞紙・その他紙をリサイクル

全社員ミスプリントの裏紙使用、使用済みカレンダー・ポスター等を再利用し紙使用を削減

全社員ミスプリントの削減

グリーン購入促進の取り組み
担当具体的計画

総務部コピー用紙のグリーン商品（再生紙）使用及び文具等の買い替えはグリーン商品を優先する。

総務部制服はグリーン商品を使用する。

次年度（令和5年度）環境経営目標及び環境経営計画



評
価摘要拠点測定回数等摘要される

施設・設備要求事項法規制法の名称

○全拠点環境保全に係る事業者の責務環境基本法

①
環
境
一
般

○全拠点環境保全に係る事業者の責務循環型社会形成推進基本法

○全拠点環境保全活動・環境教育の実施環境教育推進法

○全拠点地球温暖化を防止する枠組みを定める。地球温暖化対策推進法

○全拠点3Ｒの推進資源有効利用推進法

○全拠点プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制プラスチック資源循環法

○リサイクル事業部1回/年
排出水の測定
(濃度計量証明書：処理前取水口・最終排口)

下水道法
沖縄県生活環境保全条例
うるま市下水道条例

②

環

境

保

全

関

連

○リサイクル事業部送風機特定施設の設置・変更の届出
騒音規制法
沖縄県生活環境保全条例
うるま市公害防止条例

○リサイクル事業部該当無特定施設の設置・変更の届出振動規制法
うるま市公害防止条例

○リサイクル事業部産業廃棄物処理施設設置届（沖縄県）

廃棄物処理及び清掃に関する法律

うるま市廃棄物の減量化推進及び適
正処理に関する条例

○リサイクル事業部5年更新産業廃棄物処理業[処分業]の許可
（沖縄県）

○リサイクル事業部5年更新産業廃棄物収集運搬業許可（沖縄県）

○リサイクル事業部2年更新一般廃棄物処分業許可（うるま市）

○リサイクル事業部2年更新一般廃棄物収集運搬業許可
（うるま市）

○リサイクル事業部技術管理者の選任
（破砕・リサイクル施設技術管理士）

○全拠点廃棄物保管基準の遵守

○全拠点

・産廃物処理業者との委託契約の締結
（収運・処分）
・許可証の確認
・委託契約書の5年間保管（契約終了後）

○全拠点
毎年度6月末迄

マニフェスト伝票の運用
・マニフェストの交付及び保管（5年間）
・マニフェスト伝票交付状況の報告

○土木調査事業部規制基準の遵守・作業の届出通知沖縄県赤土等流出防止条例

○全拠点空調機フロンガスの漏えい防止（設備の維持管理）フロン排出抑制法

〇土木調査事業部海洋汚染や海洋災害を防止し、海洋環境を保全す
ること

海洋汚染等及び海上災害の防止に
関する法律（海洋汚染防止法）

○リサイクル事業部1回/年（2台）フォークリフトフォークリフト特定自主検査
フォークリフト運転資格者

労働安全衛生法③

防

災

関

連

○リサイクル事業部1回/2年
（2台）

床上操作式
クレーン

床上操作式クレーン特定自主検査
床上操作式クレーン運転技能

○リサイクル事業部2回/年作業環境測定：騒音障害防止

○リサイクル事業部1回/2年トラック
スケール台秤

トラックスケール定期点検
台秤（電気抵抗線式秤）点検計量法

○リサイクル事業部各1回/年消防各施設の作動概観、機器、総合点検等
消防法
うるま市火災予防条例 ○リサイクル事業部1回/年消防設備（総合）点検結果の消防署へ提出

○リサイクル事業部指定可燃物貯蔵届出・保管表示

○リサイクル事業部1回/年容器包装に係る分別収集及び再商品化の推進
（事業者登録）容器包装リサイクル法④

リ
サ
イ
ク
ル

○全拠点冷蔵庫･ｴｱｺﾝ・
洗濯機

①適正な引き渡し（電気店・自治体・指定引き取り場所）
②収集・運搬、再商品化等にかかる費用の支払い家電リサイクル法

○全拠点物品を購入等の際、環境の配慮した製品の購入グリーン購入法

2023年4月1日 環境関連法規への違反はありません。訴訟等もありません。
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令和4年度を振り返えってみると、前年に引き続き新型コロナウイルスが世界的
に流行し、行動制限や自粛などに辟易する年であった。しかし、年が明け新型コ
ロナの緩和措置が取られ、さらに5月には感染症法上の分離をインフルエンザと
同等の「5類」へ引き下げる方針が示され、経済回復に向けた「出口」が見えてき
た。その途端、コロナ禍での生活が昔のことであったかのような錯覚さえ感じられ
た。
一方、ロシアのウクライナ侵攻は「出口」が見えず経済活動に大きな支障をきた
している。更に沖縄に大きく関係しているのが中国による台湾への牽制である。
他にも北朝鮮のミサイル発射等、不安定な世界情勢によって生じた石油や天然
ガスの高騰は、化石燃料等の資源を有しない日本において、光熱費や食品の
みならずあらゆる生活用品全般の値上げを招き、生活に大きな影響を及ぼして
いる。
さて、当社のリサイクル事業部では、PETボトルという石油由来の原料であるが
ゆえに影響は多大で、販売先を絞るとリスクが大きいと判断し、生活必需品の多
くがプラスチックで出来ている観点から、再利用事業者を幅広く営業し販売へと
結びつけた。
また、価格上昇に伴い、業界内で廃PETボトルが滞留すると粗悪なモノほど動
きが鈍る。このような時には資源ゴミは、「資源」の一面より、「ゴミ」としての扱い
が強くなる。それをチャンスと捉え、「処理費の上昇」と「仕入れる際には安価に」
ということを念頭に営業を行った。
より良い自然環境を維持するには、資源としての価値を高めるべきである。リサ
イクル事業部での時間当たりの生産量UPは、より多くのゴミを資源化する取り組
みの一歩であり、進展が見られたことは大きな成果である。
また、土木事業においても先行きが見通せない状況が続いていたが、観光を
含め経済が動き出したことで、公共・民間ともに受注件数も増えた。業務内容も
デジタルシフトを終え、DXへと歩を進める年でもあった。
受注が増えてもデジタル機器の活用と通信を駆使することで効率良く作業を行
える環境が整った。それで時間外労働も減り、ゆとりの時間を学習に当てるなど
「働き方」の改革が進んだ一年でもあった。それには、ホワイトカラーを担う会計
や勤怠管理をクラウド化し、業務効率を図るソフトの活用も大きかった。
「働き方改革」を進めるうえで効率化を意識するマネジメントを優先したが、環
境配慮と品質向上の両輪を大切に、沖縄県のSDGsパートナーとして、持続可
能な社会形成の考え方を広く共有し、社員一丸となって取り組む姿勢を、今後も
継続・発展させていく。
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